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指定基金の判定、健全化計画等について
の行政回答（厚年）
指定基金の判定、健全化計画等について
の行政回答（厚年）

標記につきましては意見募集※１が実施されておりましたが、今
回新たに行政確認できた事項がありますのでご案内致します。

新たに確認できた主な事項

なお、通知改正は近日中に実施される見込み※２・３です。

ポイントポイント

詳細は次頁以降をご参照

既に指定されている基金の取り扱い ⇒2頁

健全化計画の最低責任準備金付利率の取り扱い ⇒3頁

健全化計画と回復計画との関係 ⇒4頁

掛金猶予先の健全化計画の取り扱い ⇒5頁

その他 ⇒6頁

ご参考に厚年基金以外のお客様にも送付させて頂きます。

年金ニュースNo.218※１

※２ 通知改正にかかる内容については次頁以降に「前回ニュースの再掲（未確定）」と表記しております。

※３ 改正・廃止予定の通知

・「厚生年金基金に係る厚生年金保険法第百七十八条の二に基づく厚生労働大臣の指定及び健全化計画の承認に
ついて」平成17年8月9日年発第0809001号（改正）

・「指定厚生年金基金の指定について」平成17年9月15日年企発第0915001号（廃止）

https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2010_122.pdf


2／6
発行元：三菱ＵＦＪ信託銀行 年金コンサルティング部
※本件に関するご照会は営業担当者までお願い致します。また本資料は、当社が公に入手可能な情報に基づき作成したものですが、その内容の正
確性・完全性を保証するものではありません。施策の実行にあたっては、実際の会計処理・税務処理等につき、貴社顧問会計士・税理士等にご確認く
ださいますようお願い申し上げます。当レポートの著作権は三菱UFJ信託銀行に属し、その目的を問わず無断で引用または複製することを禁じます。

１．指定基金の判定ルール・健全化計画の提出期限の変更１．指定基金の判定ルール・健全化計画の提出期限の変更

指定基金に指定されない指定基金に指定されない
平成23年2月末までに
健全化計画の提出が必要

平成23年2月末までに
健全化計画の提出が必要

平成19～21年度において1事業年度でも
「純資産額≧最低責任準備金※１×0.9」の場合

平成19～21年度において1事業年度でも
「純資産額≧最低責任準備金※１×0.9」の場合

平成19～21年度において3事業年度全て
「純資産額＜最低責任準備金×0.9」の場合

平成19～21年度において3事業年度全て
「純資産額＜最低責任準備金×0.9」の場合

平成22年12月末において「純資産額≧
最低責任準備金×0.9」※２
平成22年12月末において「純資産額≧
最低責任準備金×0.9」※２

平成22年12月末において「純資産額
＜最低責任準備金×0.9」

平成22年12月末において「純資産額
＜最低責任準備金×0.9」

平成22年12月末の積立状況（実績）を確認平成22年12月末の積立状況（実績）を確認

※２ 平成23年2月末までに「年金給付等積立状況の確認」の
提出が必要

指定基金に指定される指定基金に指定される

指定基金を解除される指定基金を解除される

（平成22年度に指定される場合の例）

従前の12月末から変更
（従前は12月に臨時代議員会を開催し健
全化計画を議決する必要があったが、2月
の予算代議員会で議決することが可能）

3年連続0.9未満なら
一旦指定される

12月末実績が0.9以上なら
指定解除される

※１ 期ズレありの最低責任準備金（以下同様）

3年連続で純資産額が最低責任準備金の0.9を下回った場合は一旦指定基金に指定される。

従前は指定年度末（例：平成23年3月末）の積立状況の見込みにより指定基金かどうかを判
定するルールであったが、12月末の実績により判定（指定解除）するルールに変更。

指定基金に指定された場合、代議員会の議決を得た健全化計画を12月末までに行政宛に提
出する必要があったが、翌年2月末までの提出に変更。

変更後の判定ルール

前回ニュースの再掲（未確定）

既に指定されている基金の取り扱い 回答

既に指定基金に指定され、健全化計画を提出している指定基金が、12
月末時点で最低責任準備金の9割を純資産額が上回ったとしても、指
定の解除は行われないという認識でよいか。
（12月末時点の積立状況によって指定解除される取扱いは、指定年度
のみであることを念のために確認させていただくもの。）

ご指摘の通り、１２月末
時点の解除は指定年
度のみです。

⇒既に指定基金に指定されている場合は、１２月末時点で指定解除される訳ではありません。
既指定基金は３月末時点で積立比率0.9以上の場合に指定解除されます。
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２．健全化計画の最低責任準備金付利率の緩和２．健全化計画の最低責任準備金付利率の緩和

健全化計画上の最低責任準備金の付利率が緩和される。

【変更前】
「直近の厚年本体の財政検証における運用利回りの前提」

【変更後】
「直近の厚年本体の財政検証における運用利回りの前提」または
「厚年本体の直近5年の運用実績の平均値」のいずれか

＜平成21年厚年本体の財政検証における運用利回り前提によるMinV付利率＞

＜平成21年厚年本体の財政検証における運用利回り前提によるMinV付利率＞

OR
＜厚年本体の直近5年の運用実績の平均値によるMinV付利率＞

※１ ニュースNo.222ご参照

変更前

変更後

年（1～12月） 23 24 25 26 27

1.42MinV付利率（％） 7.54※１

健全化計画で1.42％※１の最
低責任準備金付利率が使
用可能となる。（但し計画期
間中は同じ推計方法を継続
する必要あり。）

2.22.01.9

272625

1.8

24

7.54※１MinV付利率（％）

23年（1～12月）

2.22.01.9

272625

1.8

24

7.54※１MinV付利率（％）

23年（1～12月）

前回ニュースの再掲（未確定）

回答健全化計画の最低責任準備金付利率の取り扱い

その通りです。健全化計画の「計画期間中は同じ推計方法を継続する必要がありま
す」との趣旨は、健全化計画策定時に最低責任準備金の予測に用いる
利回りを「直近の過去5事業年度の実績の平均」と「厚生年金の直近の
財政見通しに用いられている予定運用利回り」のいずれかを選択した
場合、翌年度以後の年次報告においても選択した方法を継続して用い
なければならない（計画期間中は変更不可）という理解で良いか。

⇒健全化計画においては、健全化計画策定の翌年度以降の年次報告で最低責任準備金付利率
の前提を変更することはできません。
「直近の過去5事業年度の実績の平均」を用いる場合、将来厚年本体利回りが上昇した場合で
も前提を変更できない点に留意が必要です（回復計画はいずれか低い率を用いることが可能
⇒詳細は次頁参照）。

https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2010_118.pdf
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2010_118.pdf
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３．回復計画の取扱いの明確化３．回復計画の取扱いの明確化

指定基金が回復計画を策定する場合、健全化計画と同じ前提を用いる必要があるとされて
いるが、資産評価方法は当該前提に含まれない。

⇒健全化計画は時価評価で策定するが、回復計画は数理的評価でもよい（数理的評価を採用
している場合）。

（財政運営基準第4四（2）⑤）

前回ニュースの再掲（確認済）

健全化計画と回復計画の関係 回答

①資産評価方法は回復計画と健全化計画で揃える必要はないという理
解で良いか。

②最低責任準備金付利率の前提は、回復計画と健全化計画で揃える
必要はないという理解で良いか。

①その通りです。

②その通りです。

⇒揃えなければならない前提とは脱退率や掛金率等ということです。

＜最低責任準備金付利率の取扱い＞

翌年度以後

最低責任準
備金付利率

策定時
年次報告（健
全化計画）/
継続実施（回
復計画）

再策定

変更不可

変更可

「直近の厚年本体の財政検証における運用
利回りの前提」または「厚年本体の直近5年
の運用実績の平均値」のいずれか
計画中の各年度の付利率はいずれかの方
法で統一要

回復計画

「直近の厚年本体の財政検証における運用
利回りの前提」または「厚年本体の直近5年
の運用実績の平均値」を下回らない率
計画中の各年度の付利率は統一しないこと
も可能

変更可※２

健全化計画 ？※１

※１ 再策定は厚生労働大臣の求めにより以下の場合に行う。取扱いについては今後照会予定。

⇒健全化計画の再策定が必要な（厚生労働大臣が変更を求める）ケース
①健全化計画書における前提が著しく異なるに至った場合、またはその後の状況変化により財政悪化の方向へ
乖離した場合

②健全化計画に基づく措置を講ずることが困難な状況が生じた場合
③設立母体の経営状況に著しい変化が生じた場合
④その他、厚生労働大臣が必要と認める場合

※２ 策定した回復計画の継続実施では回復しない場合に再策定する（行政指示を待たずに再策定を行う）。
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４．掛金猶予先の取扱いの明確化４．掛金猶予先の取扱いの明確化

掛金引上げを猶予している基金が指定基金に指定された場合は、平成24年3月までは掛金引
上げを猶予し平成24年4月以降に掛金を引上げる前提で健全化計画を策定することも可能。

上記の場合、平成24年4月以降の掛金を規約に定める必要はない。

Ｈ21.3末 Ｈ22.4.1 Ｈ23.3末 Ｈ24.4.1～

本来適用すべき掛金
新掛金適用

＜掛金猶予の取扱い（例）＞

Ｈ21.3末 Ｈ22.4.1 Ｈ23.3末 Ｈ24.4.1～

新掛金適用＜健全化計画の取扱い（例）＞

H22年度（指定年度）

Ｈ28.3末

H27年度末（健全化）

前回ニュースの再掲（確認済）

ニュースNo.213ご参照）

掛金猶予先の健全化計画の取り扱い 回答

掛金の引上げ猶予を適用している基金が指定基金に指定され健全化
計画を策定する場合、健全化計画の前提に用いる平成24年4月以降の
掛金は、以下の通りでよいか。

その通りです。

標準掛金を引上げ猶予している場合・・・

特別掛金を引上げ猶予している場合・・・

現行の数理上掛金に基づい
た掛金
健全化計画の要件を満たすの
に必要な範囲で引上げた掛金

⇒掛金引上げ猶予明けの掛金の算定基準日は平成23年3月末（詳細は ）で
あり、健全化計画策定時において実際に適用される掛金率が判明していないため、上記の取扱
いとなります。

長期運営計画と健全化計画の関係 回答

掛金引上げ猶予を行う基金が指定基金に指定された場合、長期運営
計画と健全化計画は各々提出する必要があるが、長期運営計画と健全
化計画の前提（運用利回り等）について、必ずしも平仄をとる必要はな
いとの理解でよいか。

その通りです。

https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2010_127.pdf
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2010_127.pdf
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５．その他の確認事項５．その他の確認事項

健全化計画の再策定について 回答

健全化計画を再策定する必要がある場合、最終年度は当初の計画に
おける最終年度、あるいは、再策定年度の5事業年度後のいずれと考
えればよいか。

最終年度は「当初の計
画における最終年度」
としてください。

⇒回復計画と違い、最終年度を延長することはできません。

健全化計画の記載期間について 回答

健全化計画の「1．財政に関する事項」、「2．業務に関する事項」につい
ては、設立時から直近の決算まですべて記載することとなっている。
一方、毎事業年度の決算に関する書類の保存年限は10年となっている。
よって、これらの事項については、過去10年度分を記載するものと見直
していただきたい。

保存年限が過ぎてしま
い10年以前の書類を
破棄している場合は、
10年分の記載をしてく
ださい。

指定基金名の公表について 回答

過去に指定基金に指定された基金名が新聞等に公表される事例が
あったが、マスコミの影響により事業所脱退が増加する等、基金運営に
大きな支障となることから、公表については慎重に対応されたい。

公表については検討
中です。

以上


